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令和 3年度 

資源・ごみ排出実態調査報告書 概要版 

１ 調査概要 

（１） 調査目的 

資源・ごみ集積所及びモニター世帯・事業所から回収した資源・ごみについて、資

源・ごみの組成、資源の混入率、排出量等を調査・分析し、新宿区内から発生する資

源・ごみの排出実態を把握することにより、「一般廃棄物処理基本計画」の改定及び

「食品ロス削減推進計画」の策定の基礎資料、排出指導及び普及啓発等に活用すること

を目的とした。 

（２） 調査内容 

① 家庭ごみ組成分析調査 

家庭から資源・ごみ集積所（一部「戸別収集」を含む）に排出された資源・ごみを

回収し、組成割合や資源の混入率を調査した。 

 調査対象：戸別収集地区、外国人の居住が多い地区、住商混合地区、単身者集合住宅

地区、戸建住宅地区、集合住宅地区（管理人排出）（計 6地区）から選定した資源・

ごみ集積所。 

 調査日程：令和 3 年 9 月 21日（火）～ 28 日（火）の 7 日間（日曜日を除く）。 

② 家庭ごみ排出原単位調査 

区内のモニター世帯から発生する一定期間のすべての資源・ごみを回収・分析し、

区民一人 1 日あたりの資源・ごみの排出量（排出原単位）を算出した。 

 調査対象：戸建住宅地区及び集合住宅地区から選定した 119世帯。 

 調査日程：令和 3 年 9 月 14日（火）～20日（月）の 6 日間（日曜日を除く）。 

③ 事業系ごみ排出原単位調査 

区内のモニター事業所から発生する一定期間のすべての資源・ごみを回収・分析

し、1事業所 1 日あたり及び従業員一人 1 日あたりの資源・ごみの排出量（排出原

単位）を算出した。 

 調査対象：地域特性の異なる地区から選定したモニター事業所（事業系有料ごみ処理

券を貼付し、資源・ごみを区に排出している事業所）106事業所。 

 調査日程：令和 3 年 9 月 8 日（水）～14 日（火）の 6 日間（日曜日を除く）。 

④ 事業所アンケート調査 

事業系ごみ排出原単位調査のモニター事業所を対象に、資源・ごみの排出状況及び

ごみの減量・リサイクルの取組状況等のアンケート調査を行った。 

 調査日程：事業系ごみ排出原単位調査終了後の令和 3 年 9 月 13 日（月）～14 日

（火）に配布を行い、後日返送する方法で 10月 1 日（金）を返送期限とした。 

 

※ 図表中の合計値は端数処理により一致しない場合がある。 

※ 図表中で「０（ゼロ）」と表示されている箇所は、表示されている桁数よりも小さい値が 

ある場合を示す。 
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２ 家庭ごみ組成分析調査 

（１） 燃やすごみの組成割合 

 

 

 

 

図表１ 燃やすごみの組成分析結果（全体） 

 

（２） 燃やすごみに含まれる資源物等の混入割合 

 

 

 

 

図表２ 燃やすごみに含まれる資源物等の混入割合（全体） 
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（３） 金属・陶器・ガラスごみの組成割合 

 

 

 

 

図表３ 金属・陶器・ガラスごみの組成分析結果（全体） 

 

（４） 金属・陶器・ガラスごみに含まれる資源物等の混入割合 

 

 

 

 

図表４ 金属・陶器・ガラスごみに含まれる資源物等の混入割合（全体） 
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３ 家庭ごみ排出原単位調査 

（１） 区民一人１日あたりの資源・ごみの排出量（世帯人数別） 

 

 

 

 

図表５ 区民一人１日あたりの資源・ごみの排出量（世帯人数別） 

 

 

（２） 平成２８年度排出原単位調査との比較 

 

 

 

 

図表６ 平成 28年度排出原単位調査との比較 

 

※平成 28年度の資源量は「びん・缶類等」、「古紙・容器包装プラスチック」、「拠点回収に

排出している資源」の合計 
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燃やすごみ(a) 296.3 305.8 9.5
金属・陶器・ガラスごみ(b) 17.3 8.2 -9.1
資源(c) 216.1 199.1 -17.0
資源を含むごみ(a+c+c) 529.7 513.0 -16.7
資源を除くごみ(a+b) 313.6 313.9 0.3

単位：g/人日

平成 28年度調査と比較すると、家庭ごみの排出原単位は、燃やすごみは 9.5ｇ/人日増

加、金属・陶器・ガラスごみは 9.1ｇ/人日減少、資源は 17.0ｇ/人日減少となっている。 

区民一人１日あたりの資源を含むごみの排出量は、全体で 513.0ｇ/人日となってい

る。 
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４ 事業系ごみ排出原単位調査 

（１） 従業員一人１日あたりの資源・ごみの排出量（業種別） 

 

 

 

 

 

図表７ 従業員一人１日あたりの資源・ごみの排出量（業種別） 

 

（２） 平成２８年度排出原単位調査との比較 

 

 

 

 

図表８ 平成 28年度排出原単位調査との比較 

 

※平成 28年度の資源は「びん・缶類等」、「古紙・容器包装プラスチック」の合計  
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燃やすごみは「飲食業」が最も多く 451.9ｇ/人日、金属・陶器・ガラスごみは「建設

業」が最も多く 47.7ｇ/人日、資源は「その他サービス業」が最も多く 212.7ｇ/人日とな

っている。「飲食業」の燃やすごみの内、71.9％は厨芥類である。また、資源の排出が最

も少なかったのは「金融・保険・不動産業」の 31.2g/人日であった。 

平成 28年度調査と比較すると、従業員一人 1日あたりの排出原単位は、燃やすごみは

95.0ｇ/人日減少、金属・陶器・ガラスごみは 5.6ｇ/人日減少、資源は 62.5ｇ/人日増加と

なっている。 
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５ 事業所アンケート調査 

（１） 区の収集に出している理由 

 

 

 

 

図表９ 区の収集に出している理由 

 

（２） 「日量５０㎏未満」の基準の引き下げ 

 

 

 

 

 

図表１０ 「日量５０㎏未満」の基準の引き下げ 
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「現状で特に問題はないから」が 38.2％で最も多いが、「事業活動に伴い排出される資

源とごみの自己処理責任を知らなかった」が 11.8％、「民間の収集、処理業者が分からな

い」が 5.9％であり、区の啓発や情報提供の余地があると思われる。 

「わからない」が 54.4％で最も多く、次いで「基準の引き下げもやむを得ない」

25.0％、「基準の引き下げには反対である」11.8％となっているが、「基準の引き下げは必

要である」と「基準の引き下げもやむを得ない」を合計した肯定的な回答が 27.9％とな

っている。 
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（３） 排出事業者の登録制度の導入 

 

 

 

 

図表１１ 排出事業者の登録制度の導入 

 

（４） ごみの減量やリサイクルに関する情報の入手方法 

 

 

 

 

図表１２ ごみの減量やリサイクルに関する情報の入手方法 
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「登録制度もやむを得ない」が 38.2％で最も多く、次いで「わからない」35.3％、「登

録制度は必要である」10.3％となっているが、「登録制度は必要である」と「登録制度も

やむを得ない」を合計した肯定的な回答が 48.5％となっている。 

「インターネット」が 36.8％で最も多いが、「区のホームページ」29.4％、「区の広

報」25.0％、「区への問い合わせ」8.8％となっており、区の情報提供が必要なことが分か

る。 
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６ 新宿区のごみの発生量の推計 

 

 

 

図表１３ 新宿区における令和 3年度の資源・ごみの発生・処理フロー 
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